


都の感染症対策を担う新たな組織

東京iCDCは、令和2年（2020年）10月1日に創設されました。感染症に

関する危機管理、調査･分析･評価、情報収集・発信など、効果的な感染
症対策を一体的に担う新たな組織として、これまで東京都の感染状況と

それぞれのステージに応じて助言等を行ってきました。

また､リーフレット作成や､高齢者施設等のクラスター対策支援など取組
は多岐に渡ります。

賀来満夫
東京ｉＣＤＣ所長

80名 を超える専門家のネットワーク

東京iCDCは、東京都の感染症対策におけるソシアルネットワークの構

築に、専門家が支援協力するという、これまでの地方自治体にない新た

な取組であるといえます。

積極的な情報発信（リスクコミュニケーション）

有効な感染防止対策を、より実効性のある取組とするため、都民・事業

者の皆様への呼び掛けなど、様々なチャネルを通じて、積極的な情報発

信を行ってきました。

東京iCDC所長ご挨拶

感染症は､社会全体の危機となる疾患です。社会全体でネット

ワークを構築し、対応することが、”最強のワクチン(「ヒュー

マンワクチン」)”と言えます。

東京iCDCは､専門家の観点から､東京都そして都民の皆様を支

えてまいります。

（※）

※令和5年（2023年）7月1日時点・タスクフォース含む



東京iCDCについて

助言､提言

感染症対策
の実施

連 携
・情報発信
・感染対策支援

・都民 ・医療機関

・高齢者施設 等

東京iCDC
専門家ボード

タスクフォース

感染対策支援チーム

●大学・研究機関 ●日本感染症学会 ●民間企業

●国立感染症研究所 ●都医学総合研究所 ●WHO ●米CDC

●シンガポール国立感染症センター等 ●各国CDC 等

連 携

・保健医療局

・保健所

・健康安全研究ｾﾝﾀｰ 等

東京iCDCは､東京都に対して助言･提言のほか､感染対策の支援

や情報発信等を行います。

平時から、国内外の自治体・研究機関等とのネットワーク構築

によりインテリジェンス機能を強化し、危機発生時には、迅速

かつ効果的に対応を図ります。

東京都､自治体東京iCDC

都民､事業者等



効果的な感染症対策を実践するためには、最新情報や科学的

な知見、エキスパート・オピニオンに基づく助言や支援が必

要となり、専門家の存在は欠かせません。

そのため、東京iCDCは､感染症に関わる様々な領域の専門家

で構成する「専門家ボード」を設置しています。この専門家

ボードは､相互に連携した9つのチームと外部アドバイザーで

構成されています。

これまでの地方自治体になかった感染症対策を支援する専門

家のネットワークです。

東京iCDC専門家ボードについて

全国各地の医療機関、大学、

研究所等の日本を代表する専

門家が東京iCDCに参画

効果的な感染症対策を支援する専門家のネットワーク



東京iCDCには、感染症に関する特定の事項を検討する「タス

クフォース」を設置しています。

令和2年（2020年）10月の立ち上げ以降、12のタスクフォー

ス（※）を設置し、専門家ボードのメンバーや関係機関の専

門家と検討を行っています。

※令和5年5月までは、主に新型コロナに関連したタスクフォースを設置。

タスクフォースについて

タスクフォース

特定の課題に対応するために設置



感染対策支援チームについて

新型コロナの第1波では、多くの病院でクラスターが発生し

ました。そのため、令和2年（2020年）10月に医師及び看護

師などの専門家で構成する「感染対策支援チーム」を設置し

ました。保健所からの派遣要請等に応じてチームを派遣(※)

し、ゾーニングや個人防護具(PPE)の着脱など、感染拡大防

止に関する指導を行っています。

※都健康安全研究センターの東京都実地疫学調査チーム（TEIT）と連携

施設内の感染拡大防止を支援



主な取組の紹介

主要繁華街滞留人口モニタリング

感染状況の予測指標として、東京都や国のコロナ施策に活用

GPSで捕捉した移動パターンから、主要繁華街にレジャー目

的で滞留したデータを抽出・モニタリングし、深夜帯の繁華

街夜間滞留人口と感染状況の間に相関関係があることを見い

だしました。

さらに、改良を重ねた予測式に基づき、3年間取り続けた

データで長期的関連を検証した結果、改めて、夜間滞留人口

と感染状況との間の相関関係を確認するとともに、より精度

の高い予測が行えるようになりました。

主要繁華街夜間滞留人口の推移と実効再生産数（東京都）



主な取組の紹介

新型コロナ変異株の監視（ゲノム解析・変異株PCR検査）

免疫逃避や重症度、感染性への影響が指摘される変異株
を監視

新型コロナウイルスは、増殖や感染を繰り返す中で、少

しずつ変異しています。変異は、免疫逃避や重症度、感

染性などに影響する可能性があり、新たな変異株の発生

は、感染拡大に繋がる恐れがあります。

そこで、変異株の発生動向を監視するため、ゲノム解析

に加えて、早期に変異の有無を確認することができる変

異株PCR検査を独自に実施してきました。

ゲノム解析結果の推移（週別）



主な取組の紹介

新型コロナウイルス感染症モニタリング会議

東京都の新型コロナ対策を検討する会議で東京iCDCの取組
を報告

東京都の新型コロナウイルス感染症モニタリング会議

（令和2年（2020年）7月～令和5年（2023年）4月まで全

117回開催）において、毎週、賀来所長をはじめとする東

京iCDCの専門家から、主要繁華街滞留人口モニタリング

や変異株の発生動向、その他調査・研究等について報告

し、エビデンスに基づいた東京都の新型コロナ対策等の

施策展開をサポートしてきました。

新型コロナウイルス感染症モニタリング会議



主な取組の紹介

感染防止対策の普及啓発－都民への情報提供－

実践的なハンドブック・リーフレット等の作成・配布

これまで広く都民に向けた感染予防ハンドブックを作成したほか、

家庭内感染防止のため､新型コロナに感染した自宅療養期間中

の方及びその同居者

部活や学生寮での集団感染を防ぐため、学生やその管理監督者

若い年代を中心に感染が拡がっている状況では、若者世代

などを対象に、東京iCDCの感染制御チーム監修の感染予防に関す

るリーフレットやチェックリストを作成・配布するなど感染状況

等に応じ、対象を絞った効果的な対策を展開してきました。

自宅療養者向けハンドブック

若者向けコロナ感染予防チェックリスト



主な取組の紹介

感染防止対策の普及啓発－事業者等への情報提供－

高齢者施設等の感染拡大防止のため事例集等を作成

高齢者等は感染すると重症化するリスクが高いため、感染対策

は重要です。特に高齢者施設等では、感染が発生するとクラス

ターに繋がる例が多数見られていました。

そこで、東京iCDCでは、高齢者施設等の職員に対する正しい感

染対策の啓発を目的に、感染対策支援チームの支援事例を踏ま

えた「感染対策事例集」を作成・配布してきました。また、施

設等における対応力向上を図るため、東京iCDCの専門家を講師

に、施設職員向けのオンライン研修会を開催いたしました。

さらに、基本的な感染対策において重要な「換気」に着目し、

高齢者施設等における換気のチェックリストの作成・配布など

も行っています。

高齢者施設・障害者施設の感染対策事例集



主な取組の紹介

ワクチン接種後の抗体価測定－新型コロナワクチン－

抗体価を継続的に測定し、ワクチンの普及啓発や接種促進
に活用

都内の医療関係者を対象に、新型コロナウイルスワクチン接種後

の抗体応答の推移についての分析を継続的に行ってきました（東

京都医学総合研究所において実施）。

特に、「ワクチン2回目接種から7か月程度経過した方の抗体価を

測定すると、全ての年代で低下し、年齢が高くなるに伴って低い

値となった」という結果を踏まえて、東京都は、国に対して高齢

者の早期追加接種(3回目)を要望･実現するなど、施策に活用され

ています。

新型コロナウイルスワクチン2回目接種7ヶ月後の抗体価



主な取組の紹介

新型コロナ後遺症対策

後遺症について、本人や周囲の方の気づきや理解、相談
や医療機関受診につなげるための取組を実施

新型コロナウイルス感染症から回復した後にも、罹患後症状（いわ

ゆる「後遺症」）として様々な症状が見られる場合があります。一

方で、後遺症は、社会的に十分認知されていない状況にあります。

東京iCDCでは､後遺症タスクフォースを設置し、新型コロナ後遺症

の実態を周知するためのリーフレット作成のほか､都立病院等を受

診した患者の症例分析などを行ってきました。

また、医療従事者等を対象に、後遺症の実態や治療方法等の最新の

知見や情報を提供するオンラインセミナー(iCDC専門家や後遺症治

療に当たっている医師等が講師)を開催しています。

さらに、後遺症に対応している医療機関をインターネット上で検索

し受診できるよう「後遺症対応医療機関マップ」を作成するなど

様々な取組を行っています。

後遺症リーフレット
一般の方向け(左) 企業向け(右)



主な取組の紹介

都民アンケート調査の実施
－リスクコミュニケーション―

都民の意識やくらしを理解するため、アンケート調査を実
施し、都の情報発信や体制整備に活用

都民の皆様の意識やくらしを理解し、効果的な情報発信や新型コ
ロナ対策に繋げていくため、「都民１万人アンケート調査」を実
施しています。
調査項目は、新型コロナに対する意識や感染対策の取組状況につ
いてなどで、結果は東京都の施策や情報発信に活用されています。
また、1万人を対象とした量的調査のほか、グループインタ
ビューで「コロナの影響」等を深掘りするなど質的調査も実施し
ています。

※アンケート結果は、東京都新型コロナウイルス感染症モニタリング会議

で報告するほか、東京iCDCの「note」でより詳しい分析を行っています→



主な取組の紹介

人材育成

都内における感染症対策を担う人材の育成

都内における感染症対策を担う人材の育成にも取り組んでいます。

新型コロナの感染拡大に備え、予め医療機関や医師・看護師等の

人材情報を登録してもらう「東京都医療人材登録データベース」

の登録者を対象にした研修を実施するほか、東京都職員向けに、

リスクコミュニケーションやSNS広報をテーマとしたセミナーな

どを実施しています。

また、人材育成に関する支援として「東京都感染症医療支援ドク

ター事業※」を行っています。

※新興感染症や一類感染症の発生時において、臨床・公衆衛生分野で組織をけん引し、都の
感染症対策をリードして、最前線で活躍する医師を育成することを目的とした事業

東京都感染症医療支援ドクター事業



作成：東京都保健医療局感染症対策部調査・分析課
（東京iCDC事務局）
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より詳細な取組については、下記HPより御覧いただけます。


